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エイズ予防指針 指針に基づく施策 議論の視点 対応策（案） 
四段表 

第二 発生の予防及びまん延の防止 

一 基本的考え方及び取組  

１ 後天性免疫不全症候群は、性感染症と同様に、個人個

人の注意深い行動により、その予防が可能な疾患であ

り、国及び都道府県等は、現在における最大の感染経路

が性的接触であることを踏まえ、①正しい知識の普及啓

発及び②保健所等における検査・相談体制の充実を中心

とした予防対策を、重点的かつ計画的に進めていくこと

が重要である。また、保健所をこれらの対策の中核とし

て位置付けるとともに、所管地域における発生動向を正

確に把握できるようその機能を強化することが重要で

ある。 

２ 普及啓発においては特に、科学的根拠に基づく正しい

知識に加え、保健所等における検査・相談の利用に係る

情報、医療機関を受診する上で必要な情報等を周知する

ことが重要である。 

また、普及啓発は、近年の発生動向を踏まえ、対象者

の実情に応じて正確な情報と知識を、分かりやすい内容

と効果的な媒体により提供することを通じて、個人個人

の行動がＨＩＶに感染する危険性の低い又は無いもの

に変化すること（以下「行動変容」という。）を促すこ

とを意図して行われる必要がある。 

３ 検査・相談体制の充実については、感染者が早期に検

査を受診し、適切な相談及び医療機関への紹介を受ける

ことは、感染症の予防及びまん延の防止のみならず、感

染者個々人の発症又は重症化を防止する観点から極め

て重要である。 

４ このため、国及び都道府県等は、保健所等における検

査・相談体制の充実を基本とし、検査・相談の機会を、

個人個人に対して行動変容を促す機会と位置付け、利用

者の立場に立った取組を講じていくことが重要である。 

 

 

 

○普及啓発 

・パンフレット等の配布 

・ＨＩＶ検査普及週間及

び世界エイズデーイベン

ト等 

○保健所等における検

査･相談 

 

 

 

○正しい知識の普及啓発及

び検査相談体制の充実とい

う予防対策を進めること及

び保健所をこれらの対策の

中心と位置付け、その機能

を強化することは重要では

ないか。 

 

 

 

○対象者の実情に合わせた

普及啓発により、行動変容

を促すことは重要ではない

か。 

 

 

 

 

 

 

○様々な背景を有する感染

者が早期に検査を受けやす

く、適切な相談及び医療機

関への紹介につなげられる

よう、保健所等における検

査･相談体制に加え、ＮＧＯ

等との連携により、検査･相

談の機会の拡充につながる

ような取組を講じるべきで

はないか。 

 

 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 

 

 

 

○ＮＧＯ等との連携により、利用

者の立場に立った取組を強化する

という趣旨を追加記載してはどう

か。 
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エイズ予防指針 指針に基づく施策 議論の視点 対応策（案） 
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二 性感染症対策との連携 

  現状では、最大の感染経路が性的接触であること、性感

染症の罹
り

患とＨＩＶ感染の関係が深いこと等から、予防及

び医療の両面において、性感染症対策とＨＩＶ感染対策と

の連携を図ることが重要である。したがって、性感染症に

関する特定感染症予防指針（平成十二年厚生省告示第十五

号）に基づき行われる施策とＨＩＶ感染対策とを連携し

て、対策を進めていくことが必要である。具体的には、性

感染症の感染予防対策として、コンドームの適切な使用を

含めた性感染症の予防のための正しい知識の普及啓発等

が挙げられる。 

 

○保健所でのＳＴＤ・Ｈ

ＩＶ同時検査の実施 

 

○性感染症対策とＨＩＶ感

染対策との連携は、その感

染経路の主体が性的接触で

あることから、その連携を

図ることは、今後も重要で

はないか。 

 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 その他の感染経路対策 

静注薬物の使用、輸血、母子感染、医療現場における事

故による偶発的な感染といった性的接触以外の感染経路

については、厚生労働省は、引き続き、関係機関（保健所

等に加え、独立行政法人国立国際医療研究センターエイズ

治療・研究開発センター（以下「ＡＣＣ」という。）、エイ

ズ治療拠点病院等）と連携し、予防措置を強化することが

重要である。 

 

 

○研究事業での母子感染

対策等の推進 

 

○性的接触以外の感染経路

についても、関係機関と連

携して予防措置を強化する

ことが重要ではないか。 

 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 
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エイズ予防指針 指針に基づく施策 議論の視点 対応策（案） 
四段表 

四 検査・相談体制の充実 

 １ 国及び都道府県等は、基本的な考え方を踏まえ、保健

所における無料の匿名による検査・相談体制の充実を重

点的かつ計画的に進めていくことが重要である。 

２ 具体的には、都道府県等は、個人情報の保護に配慮し

つつ、地域の実情に応じて、利便性の高い場所と時間帯

に配慮した検査や迅速検査を実施するとともに、検査・

相談を受けられる場所と時間帯等の周知を行うなど、利

用の機会の拡大に努めることが重要である。 

また、国は、都道府県等の取組を支援するため、検査・

相談の実施方法に係る指針や手引き等（以下「指針等」

という。）を作成等するとともに、各種イベント等集客

が多く見込まれる機会を利用すること等により、検査・

相談の利用に係る情報の周知を図ることが重要である。 

３ また、検査受診者のうち希望する者に対しては、検査

の前に相談の機会を設け、必要かつ十分な情報に基づく

意思決定の上で検査が行われることが必要である。 

さらに、検査の結果、陽性であった者には、適切な相

談及び医療機関への紹介による早期治療・発症予防の機

会を提供することが極めて重要である。一方、陰性であ

った者についても、行動変容を促す機会として積極的に

対応することが望ましい。 

 

 

○保健所での無料匿名検

査 

○保健所以外での無料匿

名検査 

○拠点病院での検査 

○夜間・休日検査、迅速

検査の導入 

○イベント等に併せて実

施する臨時検査など 

 

○人権的配慮から、無料・

匿名による検査・相談体制

の充実を進めること及び地

域の実情に応じ、利便性に

配慮した検査・相談の機会

の提供は重要ではないか。 

 

○これまでに作成した検

査･相談に係る指針や手引

き等の改訂は今後も重要で

はないか。 

 

○検査により陽性であった

者に対しては、早期に確実

に医療機関への受診につな

げることが重要ではない

か。 

○検査の結果陰性であった

者に対する普及啓発及び教

育も重要ではないか。 

 

 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 

 

 

 

 

 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 

 

 

 

 

○陽性者に対し、早期治療・発症

予防の重要性を認識させ、早期に

確実に受診するよう促すことが重

要であることを追加記載するべき

ではないか。 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 
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エイズ予防指針 指針に基づく施策 議論の視点 対応策（案） 
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五 個別施策層に対する施策の実施 

国及び都道府県等は、引き続き、個別施策層（特に、青

少年及び同性愛者）に対して、人権や社会的背景に最大限

配慮したきめ細かく効果的な施策を追加的に実施するこ

とが重要である。 

特に、都道府県等は、患者等や個別施策層に属する者に

対しては、対象者の実情に応じて、検査・相談の利用の機

会に関する情報提供に努めるなど検査を受けやすくする

ための特段の配慮が重要である。また、心理的背景や社会

的背景にも十分に配慮した相談が必要であり、専門の研修

を受けた者によるもののみならず、ピア・カウンセリング

（患者等や個別施策層の当事者による相互相談をいう。以

下同じ。）を活用することが有効である。 

 

 

○個別施策層対策 

（青少年、外国人、同性

愛者、性風俗産業従事

者・利用者） 

 

○ＮＧＯ等と連携し、個別

施策層に対する効果的な施

策を検討の上、追加的な対

策を実施することは重要で

はないか。特に、当事者団

体を含むＮＧＯ等の協力の

下にピアカウンセリングを

実施することは、心理的･社

会的背景への特段の配慮を

行う上で、非常に重要では

ないか。 

 

○個別施策層に対する効果的な施

策を追加的に実施するために、Ｎ

ＧＯ等との連携に関しての追加記

載をしてはどうか。 

六 保健医療相談体制の充実 

  国及び都道府県等は、ＨＩＶ感染の予防や医療の提供に

関する相談窓口を維持するとともに、性感染症に関する相

談、妊娠時の相談といった様々な保健医療相談サービスと

の連携を強化する必要がある。特に、個別の施策が必要で

ある地域においては、相談窓口を増設することが必要であ

る。また、相談の質的な向上等を図るため、必要に応じて、

その地域の患者等やＮＧＯ等との連携を検討すべきであ

る。 

 

 

○保健所の職員に対する

研修（財団法人エイズ予

防財団（以下「財団」と

いう。）主催） 

 

○個別の施策が必要な地域

における相談窓口の増設や

地域患者やＮＧＯ等との連

携は不可欠ではないか。 

 

○地域患者やＮＧＯ等と連携すべ

きことを記載してはどうか。 
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エイズ予防指針 指針に基づく施策 議論の視点 対応策（案） 
四段表 

第六 人権の尊重 

一 人権の擁護及び個人情報の保護 

保健所、医療機関、医療保険事務担当部門、障害者施策

担当部門等においては、人権の尊重及び個人情報の保護を

徹底することが重要であり、所要の研修を実施すべきであ

る。また、人権や個人情報の侵害に対する相談方法や相談

窓口に関する情報を提供することも必要である。なお、相

談に当たっては、専用の相談室を整備する等の個人情報を

保護する措置が必要である。さらに、報道機関には、患者

等の人権擁護や個人情報保護の観点に立った報道姿勢が

期待される。 

 

 

 

○普及啓発 

・パンフレット等の配布 

・ＨＩＶ検査普及週間・

世界エイズデーイベント

等 

○保健所等の職員に対す

るカウンセリング研修

（財団主催） 

 

 

○人権の尊重や個人情報の

保護を徹底することは今後

も重要である。 

 

 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 

 

 

 

 

 

二 偏見や差別の撤廃への努力  

患者等の就学や就労を始めとする社会参加を促進する

ことは、患者等の個人の人権の尊重及び福利の向上だけで

なく、社会全体の感染に関する正しい知識や患者等に対す

る理解を深めることになる。また、個人や社会全体におい

て、知識や理解が深まることは、個人個人の行動に変化を

もたらし、感染の予防及びまん延の防止に寄与することに

もつながる。このため、厚生労働省は、文部科学省、法務

省等の関連省庁や地方公共団体とともに、「人権教育及び

人権啓発の推進に関する法律」（平成十二年法律第百四十

七号）第七条に基づく人権教育・啓発に関する基本計画を

踏まえた人権教育・啓発事業と連携し、患者等や個別施策

層に対する偏見や差別の撤廃のための正しい知識の普及

啓発を行うとともに、偏見や差別の撤廃に向けての具体的

資料を作成することが重要である。特に、学校や職場にお

ける偏見や差別の発生を未然に防止するためには、学校や

企業に対して、事例研究や相談窓口等に関する情報を提供

することが必要である。 

 

○普及啓発 

・パンフレット等の配布 

・ＨＩＶ検査普及週間及

び世界エイズデーイベン

ト等 

○関係省庁間連絡会議

（文部科学省、法務省、

外務省、厚生労働省） 

 

○関連省庁や地方公共団体

と連携し、学校や企業に対

して正しい知識の普及啓発

を行い、偏見や差別を撤廃

していくことは重要ではな

いか。 

 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 
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エイズ予防指針 指針に基づく施策 議論の視点 対応策（案） 
四段表 

三 個人を尊重した十分な説明と同意に基づく保健医療サ

ービスの提供 

ＨＩＶ感染の特性にかんがみ、検査、診療、相談、調査

等の保健医療サービスのすべてにおいて、利用者及び患者

等に説明と同意に基づく保健医療サービスが提供される

ことが重要であり、そのためにも、希望する者に対しては

容易に相談の機会が得られるようにしていくことが重要

である。 

 

 

 

○保健所等における相談

事業 

○保健所等の職員に対す

るカウンセリング研修

（財団主催） 

○財団への委託事業又は

都道府県エイズ対策促進

事業としての派遣カウン

セラー制度 

 

 

 

○人権保護の観点も踏ま

え、利用者・患者等に対す

る十分な説明と同意に基づ

く保健医療サービスを提供

することは重要ではない

か。 

 

 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 
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エイズ予防指針 指針に基づく施策 議論の視点 対応策（案） 
四段表 

第七 普及啓発及び教育 

一 基本的考え方及び取組 

１ 普及啓発及び教育については、近年の発生動向等を踏

まえた上で、個人個人の行動変容を促すことが必要であ

り、感染の危険性にさらされている者のみならず、それ

らを取り巻く家庭、地域、学校及び職場等へ向けた普及

啓発及び教育についても取り組み、行動変容を起こしや

すくするような環境を醸成していくことが必要である。 

２ また、普及啓発及び教育を行う方法については、国民

一般を対象にＨＩＶ・エイズに係る情報や正しい知識を

提供するものと、個別施策層等の対象となる層を設定し

行動変容を促すものとがあり、後者については、対象者

の年齢、行動段階等の実情に応じた内容とする必要があ

ることから、住民に身近な地方公共団体が中心となって

進めていくことが重要である。 

 

 

 

３ 国及び地方公共団体は、感染の危険性にさらされてい

る者のみならず、我が国に在住するすべての人々に対し

て、感染に関する正しい知識を普及できるように、学校

教育及び社会教育との連携を強化して、対象者に応じた

効果的な教育資材を開発する等により、具体的な普及啓

発活動を行うことが重要である。また、患者等やＮＧＯ

等が実施する性行動等における感染予防のための普及

啓発事業が円滑に行われるように支援することが重要

である。 

 

 

 

○普及啓発 

・パンフレット等の配布 

・ＨＩＶ検査普及週間及

び世界エイズデーイベン

ト等 

○ＮＧＯ等との連携 

 

 

 

 

 

 

○近年の発生動向を踏ま

え、個人個人の行動変容を

促す普及啓発及び教育を推

進することは重要ではない

か。 

 

○国と地方公共団体との役

割を明確にした上で、国民

一般を対象とした施策と個

別施策層を対象とした施策

の両方を今後も行っていく

ことが重要ではないか。 

 

 

 

 

○患者やＮＧＯ等と連携

し、行動変容につながる普

及啓発活動を今後も行って

いくことは重要ではない

か。 

 

 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 

 

 

 

 

○一般施策については、国民の関

心を持続的に高めるために、国と

地方公共団体とが主体的に全国又

は地域全般にわたり施策に取り組

むという趣旨の追加記載をしては

どうか。 

○個別施策層対策については、地

方公共団体がＮＧＯ等と連携して

行動変容を進めていくとの趣旨の

追加記載をしてはどうか。 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 
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エイズ予防指針 指針に基づく施策 議論の視点 対応策（案） 
四段表 

二 患者等及び個別施策層に対する普及啓発の強化 

国及び地方公共団体は、患者等及び個別施策層に対する

普及啓発及び教育を行うに当たっては、感染の機会にさら

される可能性を低減させるために、各個別施策層の社会的

背景に即した具体的な情報提供を積極的に行う必要があ

る。このため、個別施策層に適した普及啓発用資材等を患

者等とＮＧＯ等の共同で開発し、普及啓発事業を支援する

ことが必要である。特に、地方公共団体は、地方の実情に

応じた効果的な普及啓発事業の定着を図るとともに、教育

委員会、医療関係者、企業、ＮＧＯ等との連携を可能とす

る職員等の育成についても取り組むことが重要である。 

 

 

○個別施策層対策 

（青少年、外国人、同性

愛者、性風俗産業従事

者・利用者） 

・青少年：学校等への出

前講座 

・外国人：外国語パンフ

レット等の配布  

・同性愛者：コミュニテ

ィセンター 

・ＣＳＷ：性風俗店舗へ

のパンフレット等の配布 

 

 

○現状の感染層の主体は、

２０～３０代の層ならびに

男性同性愛者であることか

ら、個別施策層のうち、特

に青少年と同性愛者に対し

ては、地方の実情に応じた

普及啓発活動を推進する必

要があるのではないか。 

 

○個別施策層に対する対策のう

ち、特に青少年及び同性愛者に対

して、地方の実情に応じた普及啓

発を行う趣旨の追加記載をしては

どうか。 

 

 

 

 

 

三 医療従事者等に対する教育 

研修会等により、広く医療従事者等に対して、最新の医

学や医療の教育のみならず、患者等の心理や社会的状況を

理解するための教育、患者等の個人情報の保護を含む情報

管理に関する教育等を行っていくことが重要である。 

 

 

○研修の実施（財団主催、

ＡＣＣ主催、ブロック拠

点病院等主催） 

 

○医療従事者の職種により

ＨＩＶ感染症への理解に地

域差が認められることか

ら、医療従事者等に対する

教育への強化は、今後も継

続されるべきではないか。 

 

 

○患者の個人情報の保護や管理に

関する教育等を強化する必要があ

る趣旨の追加記載をしてはどう

か。 

 

四 関係機関との連携の強化 

厚生労働省は、具体的な普及啓発事業を展開していく上

で、文部科学省及び法務省と連携して、教育及び啓発体制

を確立することが重要である。また、報道機関等を通じた

積極的な広報活動を推進するとともに、保健所等の窓口に

外国語で説明した冊子を備えておく等の取組を行い、旅行

者や外国人への情報提供を充実させることが重要である。 

 

 

○関係省庁間連絡会議 

 

 

○他省庁や関係機関と連携

して、普及啓発及び教育を

行うことは今後も重要では

ないか。 

 

○現行のとおり、取組を進めるべ

きではないか。 

 

 

 

 


